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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第93期

中間連結会計期間
第94期

中間連結会計期間
第93期

会計期間
自 2023年１月１日
至 2023年６月30日

自 2024年１月１日
至 2024年６月30日

自 2023年１月１日
至 2023年12月31日

売上高 (千円) 22,539,711 22,486,344 44,758,380

経常利益 (千円) 1,611,220 1,143,865 2,532,717

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 1,119,599 1,921,673 1,984,468

中間包括利益又は包括利益 (千円) 2,094,211 3,436,114 2,507,194

純資産額 (千円) 23,231,561 26,562,755 23,468,390

総資産額 (千円) 37,617,335 41,510,242 37,075,786

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 91.87 157.69 162.84

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 60.0 62.8 61.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,794,475 1,151,374 4,449,251

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △339,759 306,263 △1,022,265

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,102,991 △803,529 △2,511,830

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 5,970,990 7,520,359 6,501,977

(注) １．当社は、中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては、
記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につきましては、潜在株式が存在しないため、記載しており
ません。

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容について、

重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（「アジア（日本を除く）」セグメント）

連結子会社であった恵州市鈞星工貿有限公司は、2024年６月４日に清算が完了したことから、当中間連結会計期間

において連結の範囲から除外しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者

が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している

主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありま

せん。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間（2024年１月１日～2024年６月30日）における当社グループの経営環境は、米中貿易摩擦やロ

シア・ウクライナ紛争の長期化、中国市場の低迷、加えて原材料価格の高騰や為替相場の変動など、依然として先行

き不透明な状況が続いております。

このような状況において、当社グループでは、本年を初年度とする中期経営計画「ＰＲＯＧＲＥＳＳ ２０２６」の

下、エネルギー新時代に即した「グローバルな総合配線システムメーカー」の実現に向けて、成長戦略/生産戦略/経

営基盤強化と資本コストを意識した経営に、着実に取り組んでおります。

当中間連結会計期間の業績について、売上面では、自動車関連市場における需要の増加、および為替が円安に動き

売上高が増加しましたが、その他の当社関連市場において顧客における在庫調整の影響などにより需要が減少し、ワ

イヤーハーネス部門での売上高は前年を下回りました。一方、電線市場において需要が逼迫し、電線部門での売上高

は増加しました。その結果、当社グループの売上高は前年並みとなりました。尚、顧客における在庫調整の影響は、

産業機器市場を中心に今後は徐々に回復に向かうと想定しております。

利益面では、原価低減活動、さらには材料価格上昇分への対応として製品価格の改定に取り組みました。一方、顧

客における在庫調整の影響による需要の減少、北米市場におけるペソ高による為替変動の影響、さらにはメキシコ工

場での生産性の悪化の影響などが利益を圧迫しました。その結果、営業利益、経常利益は前年を下回りました。一方、

親会社株主に帰属する中間純利益につきましては、当年５月の本社移転に伴う旧本社の土地売却益を特別利益に計上

したことにより、前年を上回りました。

これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は22,486百万円（前年同期比0.2％減）、営業利益は857百万円（同

41.8％減）となり、経常利益は1,143百万円（同29.0％減）、親会社株主に帰属する中間純利益は1,921百万円（同

71.6％増）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

期別 売上高 営業利益

セグメント別

前中間

連結会計期間

（百万円）

当中間

連結会計期間

（百万円）

増減率

（％）

前中間

連結会計期間

（百万円）

当中間

連結会計期間

（百万円）

増減率

（％）

日本 12,668 12,265 △3.2 828 699 △15.5

欧米 6,299 6,881 9.2 230 △95 －

アジア
(日本を除く)

3,571 3,340 △6.5 430 282 △34.5

消去 － － － △16 △28 －

合計 22,539 22,486 △0.2 1,472 857 △41.8

（注）増減率につきましては、表示単位未満を四捨五入しております。

①日本

当中間連結会計期間は、当社関連市場において顧客における在庫調整の影響などにより需要が減少しました。一

方、電線市場において需要が逼迫し売上は増加しました。その結果、日本での売上高は12,265百万円（前年同期比

3.2％減）となりました。



― 4 ―

利益面では、売上高の減少及び品種構成の悪化に加え、原材料価格の高騰などが影響した結果、営業利益は699百

万円（前年同期比15.5％減）となりました。

②欧米

当中間連結会計期間は、欧州では空調関連の補助金が終了し需要が低迷しました。一方、北米では自動車関連市

場において需要が増加しました。さらには、為替が円安に動き売上高が増加しました。その結果、欧米での売上高

は6,881百万円（前年同期比9.2％増）となりました。

利益面では、欧州での売上の減少、北米市場におけるペソ高による為替変動の影響に加え、メキシコ工場での生

産性の悪化などが影響した結果、営業損失は95百万円（前年同期は230百万円の営業利益）となりました。また、欧

州空調関連の補助金終了による需要の低迷の影響は、今後も一定期間は継続することが懸念されております。

③アジア（日本を除く）

当中間連結会計期間は、中国市場の低迷の影響に加え、顧客における在庫調整の影響などにより、需要が減少し

売上は低調に推移しました。その結果、アジアでの売上高は3,340百万円（前年同期比6.5％減）となりました。

利益面では、主に売上高の減少に伴い、営業利益は282百万円（前年同期比34.5％減）となりました

財政状態の分析は、次のとおりであります。

＜資産＞

資産合計は、41,510百万円（前期末比4,434百万円増）となりました。主に、現金及び預金が1,018百万円、受取

手形、売掛金及び契約資産が671百万円、棚卸資産が843百万円、有形固定資産1,195百万円及び投資その他の資産が

600百万円増加いたしました。

＜負債＞

負債合計は、14,947百万円（前期末比1,340百万円増）となりました。主に、支払手形及び買掛金が531百万円、

未払法人税等が545百万円及びその他の流動負債が246百万円増加いたしました。

＜純資産＞

純資産合計は、26,562百万円（前期末比3,094百万円増）となりました。主に、利益剰余金が1,592百万円及び為

替換算調整勘定が1,310百万円増加いたしました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は7,520百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,018百万

円の増加となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間末における営業活動によるキャッシュ・フローは、1,151百万円の収入（前年同期は2,794百

万円の収入）となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益2,786百万円、減価償却費470百万円及び仕入債

務の増加304百万円等による資金の増加要因が、固定資産売却益1,664百万円、売上債権の増加323百万円、棚卸資産

の増加212百万円及び法人税等の支払額406百万円等による資金の減少要因を上回ったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間末における投資活動によるキャッシュ・フローは、306百万円の収入(前年同期は339百万円の

支出)となりました。主に、有形固定資産の取得による支出1,151百万円及び有形固定資産の売却による収入1,579百

万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間末における財務活動によるキャッシュ・フローは、803百万円の支出(前年同期は2,102百万円

の支出)となりました。主に、短期借入金の返済（純額）90百万円、長期借入金の返済による支出269百万円及び配

当金の支払額329百万円によるものであります。

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

(4) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は248百万円であります。
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３ 【経営上の重要な契約等】

（固定資産の譲渡）

当社は、2024年１月26日の取締役会において、下記の通り固定資産を譲渡することを決議し、2024年２月９日に契約

を締結いたしました。

１．譲渡の理由

2024年５月の本社移転に伴い、経営資源の有効活用と財務基盤の強化を図るため、本社ビル別館の土地、建物を売

却することといたしました。

２．譲渡資産の内容

(1)譲渡資産 ：土地・建物（本社ビル別館）

(2)所在地 ：大阪府大阪市東成区深江北三丁目4番8号

(3)土地売却益：370百万円

３．譲渡先

譲渡の相手先については、守秘義務の観点と先方との交渉の結果により公表を控えさせていただきますが、譲渡の

相手先と当社の間には、記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係はなく、また当社の関連当事者にも該当いたし

ません。

４．譲渡の日程

取締役会決議日 2024年１月26日

契約締結日 2024年２月９日

物件引渡日 2024年５月29日

５．当該事象の損益への影響

当該固定資産の譲渡に伴う売却益は、当中間連結会計期間において固定資産売却益として特別利益に計上しており

ます。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 45,000,000

合計 45,000,000

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2024年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,558,251 12,558,251
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は
100株であります。

合計 12,558,251 12,558,251 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年６月30日 ― 12,558,251 ― 2,323,059 ― 2,031,801
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(5) 【大株主の状況】

2024年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

株式会社カネカ 大阪市北区中之島２丁目３番18号 829 6.80

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 608 4.99

住友電気工業株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 550 4.51

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 517 4.25

株式会社南都銀行 奈良市橋本町16番地 480 3.94

オーナンバ取引先持株会 大阪市中央区南久宝寺町４丁目１番２号 468 3.84

小野哲夫 堺市西区 404 3.32

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 391 3.21

株式会社デンキョーグループホ
ールディングス

大阪市浪速区日本橋東２丁目１番３号 368 3.02

泉州電業株式会社 吹田市南金田１丁目４番21号 353 2.90

合計 ― 4,969 40.78

（注）上記のほか当社所有の自己株式371千株があります。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 371,500

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

121,709 ―
12,170,900

単元未満株式
普通株式

― ―
15,851

発行済株式総数 12,558,251 ― ―

総株主の議決権 ― 121,709 ―

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、2,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。

② 【自己株式等】

2024年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
オーナンバ株式会社

大阪市中央区南久宝寺町
４丁目１番２号

371,500 － 371,500 2.96

合計 ― 371,500 － 371,500 2.96

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)

に基づいて作成しております。

当社の中間連結財務諸表は、第一種中間連結財務諸表であります。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年１月１日から2024年６月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,501,977 7,520,359

受取手形、売掛金及び契約資産 ※２ 10,133,679 ※２ 10,805,339

商品及び製品 3,088,695 3,520,361

仕掛品 1,016,275 1,130,144

原材料及び貯蔵品 5,094,651 5,392,592

その他 882,974 984,253

貸倒引当金 △12,275 △4,705

流動資産合計 26,705,977 29,348,347

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,544,837 2,803,261

機械装置及び運搬具（純額） 1,815,225 1,929,984

土地 2,067,832 2,351,999

建設仮勘定 114,676 357,716

その他（純額） 733,583 1,028,449

有形固定資産合計 7,276,155 8,471,411

無形固定資産 460,207 456,415

投資その他の資産

投資その他の資産 2,697,458 3,297,880

貸倒引当金 △64,011 △63,812

投資その他の資産合計 2,633,446 3,234,068

固定資産合計 10,369,809 12,161,895

資産合計 37,075,786 41,510,242
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※２ 6,592,579 ※２ 7,124,483

短期借入金 1,310,923 1,155,540

未払法人税等 320,921 866,183

賞与引当金 231,428 280,863

役員賞与引当金 42,400 22,800

製品改修引当金 3,990 3,990

その他 2,025,578 2,272,566

流動負債合計 10,527,820 11,726,427

固定負債

長期借入金 1,514,844 1,341,388

繰延税金負債 347,870 504,439

退職給付に係る負債 588,756 635,814

その他 628,104 739,417

固定負債合計 3,079,575 3,221,059

負債合計 13,607,396 14,947,486

純資産の部

株主資本

資本金 2,323,059 2,323,059

資本剰余金 1,936,551 1,936,551

利益剰余金 15,503,025 17,095,316

自己株式 △160,498 △160,589

株主資本合計 19,602,138 21,194,338

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 628,326 953,743

繰延ヘッジ損益 － △71,191

為替換算調整勘定 2,708,462 4,019,010

退職給付に係る調整累計額 △18,453 △19,146

その他の包括利益累計額合計 3,318,335 4,882,416

非支配株主持分 547,916 486,001

純資産合計 23,468,390 26,562,755

負債純資産合計 37,075,786 41,510,242
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

売上高 22,539,711 22,486,344

売上原価 18,121,986 18,541,236

売上総利益 4,417,724 3,945,108

販売費及び一般管理費 ※ 2,945,007 ※ 3,087,410

営業利益 1,472,716 857,698

営業外収益

受取利息 18,942 32,887

受取配当金 16,506 22,466

持分法による投資利益 29,650 4,824

為替差益 71,129 259,487

助成金収入 8,061 976

その他 65,358 32,450

営業外収益合計 209,648 353,093

営業外費用

支払利息 43,567 50,591

その他 27,576 16,335

営業外費用合計 71,144 66,927

経常利益 1,611,220 1,143,865

特別利益

固定資産売却益 339 1,664,494

特別利益合計 339 1,664,494

特別損失

固定資産処分損 822 836

本社移転費用 － 21,215

特別損失合計 822 22,051

税金等調整前中間純利益 1,610,737 2,786,308

法人税、住民税及び事業税 505,176 956,236

法人税等調整額 △32,693 △9,696

法人税等合計 472,483 946,539

中間純利益 1,138,254 1,839,768

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に
帰属する中間純損失（△）

18,655 △81,904

親会社株主に帰属する中間純利益 1,119,599 1,921,673
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【中間連結包括利益計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

中間純利益 1,138,254 1,839,768

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 127,189 325,417

繰延ヘッジ損益 － △101,702

為替換算調整勘定 819,922 1,373,323

退職給付に係る調整額 8,846 △693

その他の包括利益合計 955,957 1,596,345

中間包括利益 2,094,211 3,436,114

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 2,026,739 3,485,754

非支配株主に係る中間包括利益 67,472 △49,640
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 1,610,737 2,786,308

減価償却費 425,070 470,903

持分法による投資損益（△は益） △29,650 △4,824

固定資産売却損益（△は益） △339 △1,664,494

固定資産除却損 822 836

助成金収入 △8,061 △976

本社移転費用 － 21,215

貸倒引当金の増減額（△は減少） 128 △7,769

賞与引当金の増減額（△は減少） 13,856 37,631

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 24,078 14,615

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △14,760 △19,600

受取利息及び受取配当金 △35,448 △55,354

支払利息 43,567 50,591

売上債権の増減額（△は増加） 1,718,019 △323,141

棚卸資産の増減額（△は増加） 169,765 △212,574

仕入債務の増減額（△は減少） △933,870 304,081

その他 100,654 176,513

小計 3,084,571 1,573,959

利息及び配当金の受取額 35,448 55,354

利息の支払額 △44,181 △51,163

助成金の受取額 8,061 976

本社移転費用の支払額 － △21,215

法人税等の支払額 △289,423 △406,537

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,794,475 1,151,374

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △328,182 △1,151,887

有形固定資産の売却による収入 2,926 1,579,359

投資有価証券の取得による支出 △12 △16

その他 △14,490 △121,191

投資活動によるキャッシュ・フロー △339,759 306,263

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,238,988 △90,638

長期借入れによる収入 750,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,337,735 △269,904

自己株式の取得による支出 △25 △91

配当金の支払額 △194,988 △329,041

非支配株主への配当金の支払額 △14,061 △12,275

その他 △67,192 △101,578

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,102,991 △803,529

現金及び現金同等物に係る換算差額 219,830 364,274

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 571,554 1,018,382

現金及び現金同等物の期首残高 5,178,303 6,501,977

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 221,132 －

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 5,970,990 ※ 7,520,359
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

連結の範囲の重要な変更

連結子会社であった恵州市鈞星工貿有限公司は、2024年６月４日に清算が完了したことから、当中間連結会計期間

において連結の範囲から除外しております。

(中間連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

関係会社の金融機関からの借入金などに対し、次のとおり保証を行っております。

前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

SD VIETNAM INDUSTRIES LTD. 125,750千円 115,000千円

※２ 銀行休日満期手形

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理につきましては、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期手形が、中間連結

会計期間末日残高に含まれております。

前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

受取手形 4,732千円 2,978千円

支払手形 392,129千円 279,630千円

(中間連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

給料及び手当 974,935千円 1,010,329千円

賞与引当金繰入額 107,921千円 125,845千円

退職給付費用 27,332千円 25,355千円

役員賞与引当金繰入額 24,000千円 22,800千円

貸倒引当金繰入額 224千円 △6,875千円
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

前中間連結会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

現金及び預金 5,970,990千円 7,520,359千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 5,970,990千円 7,520,359千円

(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2023年１月１日 至 2023年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年２月24日
取締役会

普通株式 194,988 16.00 2022年12月31日 2023年３月３日 利益剰余金

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年８月４日
取締役会

普通株式 170,614 14.00 2023年６月30日 2023年９月４日 利益剰余金

当中間連結会計期間(自 2024年１月１日 至 2024年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年２月22日
取締役会

普通株式 329,041 27.00 2023年12月31日 2024年３月６日 利益剰余金

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年８月２日
取締役会

普通株式 487,466 40.00 2024年６月30日 2024年９月９日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額には特別配当20円が含まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2023年１月１日 至 2023年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計
日本 欧米

アジア
(日本を除く)

売上高

一時点で移転される財 12,359,233 6,299,488 3,571,740 22,230,462

一定の期間にわたり移転
される財

309,249 － － 309,249

顧客との契約から生じる
収益

12,668,482 6,299,488 3,571,740 22,539,711

外部顧客への売上高 12,668,482 6,299,488 3,571,740 22,539,711

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,377,202 18,481 3,968,488 6,364,172

合計 15,045,685 6,317,969 7,540,228 28,903,883

セグメント利益 828,001 230,615 430,985 1,489,602

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 1,489,602

セグメント間取引消去 △16,885

中間連結損益計算書の営業利益 1,472,716

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2024年１月１日 至 2024年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計
日本 欧米

アジア
(日本を除く)

売上高

一時点で移転される財 11,906,049 6,881,034 3,340,242 22,127,326

一定の期間にわたり移転
される財

359,018 － － 359,018

顧客との契約から生じる
収益

12,265,068 6,881,034 3,340,242 22,486,344

外部顧客への売上高 12,265,068 6,881,034 3,340,242 22,486,344

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,447,987 26,752 3,642,692 6,117,433

合計 14,713,055 6,907,787 6,982,935 28,603,777

セグメント利益又は損失
（△）

699,771 △95,639 282,337 886,469
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 886,469

セグメント間取引消去 △28,770

中間連結損益計算書の営業利益 857,698

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間

(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

１株当たり中間純利益 91円87銭 157円69銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 1,119,599 1,921,673

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益（千円）

1,119,599 1,921,673

普通株式の期中平均株式数（株） 12,186,752 12,186,721

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

2024年２月22日開催の取締役会において、2023年12月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末配

当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額 329百万円

②１株当たりの金額 27円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2024年３月６日

また、第94期(2024年１月１日から2024年12月31日まで)中間配当につきましては、2024年８月２日開催の取締役会

において、2024年６月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたし

ました。

①配当金の総額 487百万円

②１株当たりの金額 40円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2024年９月９日
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該当事項はありません。



独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年８月７日

オーナンバ株式会社

取 締 役 会 御 中

PwC Japan有限責任監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 木 下 昌 久

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 酒 井 隆 一

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオーナンバ株式

会社の2024年１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年１月１日から2024年６月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、

中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、オーナンバ株式会社及び連結子会社の2024年６月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して



いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５の２第１項

【提出先】 近畿財務局長
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１ 【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長木嶋忠敏は、当社の第94期中間会計期間（自2024年１月１日 至2024年６月30日）の半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。






